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１．はじめに 

平成 28 年熊本地震において熊本県益城町では、前震、本震で最大震度 7 を 2 回経験し、擁壁や水路などの

倒壊、損傷、液状化被害、法面の滑落被害など極めて甚大な宅地被害が生じた 1)。また、益城町の地盤は宅地

となる比較的標高が高い地区では、表層から黒ボク、赤ボク、その下に、阿蘇 4 火砕流堆積物（上から粘性土

の灰土、砂質土、礫質土と堆積）が堆積し、火山灰質粘性土である黒ボク、赤ボク、灰土はＮ値が極めて低い

軟弱地盤 2)である。宅地擁壁の多くはこの火山灰質粘性土地盤上に構築されていると考え、本文では、宅地被

害において甚大な被害とされる宅地擁壁被害を、被災宅地危険度判定制度の判定結果に基づいて分析し、その

特徴についてまとめた結果を報告する。 

２．益城町火山灰質粘性土地盤での宅地擁壁被害 

平成 28 年熊本地震被災宅地危険度判定制度による判定結果では、益城町にて被害を受けた宅地は 2573 件

となっている。そのうち、被害が激しいものから小さいものまで宅地擁壁被害とされるものが 1867 件、全

体の 72％を占めており、宅地擁壁被害が顕著であることがわかる。 

被災宅地危険度判定制度の判定結果に基づいて、

宅地擁壁の被害判定、擁壁の種類、擁壁の高さから

益城町の宅地擁壁被害の整理を行う。宅地擁壁の被

害判定は危険（危険度大）、要注意（危険度中）、調査

済み（危険度小）と定義される。益城町の宅地擁壁の

被害判定の内訳は、図-１に示すように、危険 1143 件

（61%）、要注意 654 件（35%）、調査済み 70 件（4%）

となっており危険と判定される宅地擁壁被害の割合

は多い。次に宅地擁壁の種類は、コンクリート系擁

壁、練石積み擁壁、空石積み擁壁、増し積み擁壁、二

段擁壁に分類され、被害件数は、図-2 に示すように、

コンクリート系擁壁 471 件（25％）、練石積み擁壁

554 件（30％）、空石積み擁壁 455 件（24%）、増し

積み擁壁 272 件（15%）、二段擁壁 115 件（6％）で

ある。これらの割合だけを見ると、コンクリート系

擁壁、練石積み擁壁、空石積み擁壁の被災割合に差

はあまり見受けられない。 

 

図-１ 宅地擁壁被害判定結果 

 

図-２被災宅地擁壁のタイプ別割合 

３．各種類の擁壁の被害判定と高さの関係 

宅地擁壁の高さは 1ｍ以下、1ｍ超過 3ｍ以下、3ｍ超過 4ｍ以下、4ｍ超過 5ｍ以下、5ｍ超過の擁壁に分類

されている。図-3 から 5 にコンクリート系擁壁、練石積み擁壁、空石積み擁壁の高さを横軸、各種擁壁被害

の判定件数の割合を縦軸にとり被災宅地危険度判定制度の判定結果に基づいた宅地擁壁の被害判定、擁壁の

種類、擁壁の高さから各種擁壁被害の特徴を示す。 
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図-3 に示したコンクリート系擁壁において危険に

分類される擁壁が 1ｍ以下で 31％、3ｍ以下で 43％、

3ｍ超過で 63％と上昇し、要注意に分類された擁壁

が 1ｍ以下で 63％、3ｍ以下で 53％、3ｍ超過で 37％、

3ｍを超える擁壁から被害判定要注意の割合を被害

判定危険の割合が上回っている、擁壁の高さにより

被害が変化する傾向にある。 

図-4 に示した練石積み擁壁においては、危険に分

類される擁壁が 1ｍ以下で 63％、3ｍ以下で 61％、5

ｍ超過で 93％となった。図-5 に示した空石積み擁壁

においても危険に分類される擁壁が 1ｍ以下で

72％、3ｍ以下で 84％、5ｍ超過では 100％である。 

練石積み擁壁、空石積み擁壁はどの高さにおいて

も被害判定危険と分類されるものが60％以上を占め

ており、高さに依存した傾向は見受けられず、今回

のような地震力では、高さよりはむしろ構造上の問

題を抱えていると推察される。 

以上のように平成 28 年熊本地震による益城町で

の宅地擁壁被害においては、練石積み擁壁、空石積

み擁壁ともに、危険と判定されたものは高さに依存

しない傾向を示した一方で、コンクリート系擁壁は

高さに依存して危険と判断されるものが増加する傾

向であった。このことは、練石積み擁壁、空石積み擁

壁は擁壁そのものの破壊による被害が主体的であ

り、コンクリート系擁壁では裏込めと基礎地盤を含

めた破壊による被害と想像することもできる。特に、

当該地域における火山灰質粘性土の特徴として、赤 

 

図-3 コンクリート系擁壁の高さと被害判定の割合 

 

図-4 練石積み擁壁の高さと被害判定の割合 

 

図-5 空石積み擁壁の高さと被害判定の割合 

ボク、灰土は高い鋭敏比を有する土質であることが知られており、これが地震により強度・剛性が低下したこ

とが今回の被災の要因の 1 つであることが考えられる。今後、被災宅地擁壁と地盤の関係を調査し、火山灰質

粘性土地盤が宅地被害に与えた影響を調査することが必要であると考える。 

４．まとめ 

本文では、宅地被害において甚大な被害とされる宅地擁壁被害を、被災宅地危険度判定制度の判定結果に基

づいて分析し、その特徴についてまとめた。平成 28 年熊本地震による益城町での宅地擁壁被害においては、

練石積み擁壁、空石積み擁壁ともに、危険と判定されたものは高さに依存しない傾向を示した一方で、コンク

リート系擁壁は高さに依存して危険と判断されるものが増加する傾向であることが分かった。 
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